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第１章 環境への負荷が少ない持続可能な社会づくり
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法が平成 13（2001）年６月に制定され、平
成 14（2002）年 4 月に第１種特定製品部分
が本格施行され、同年 10 月に第 2 種特定製品
部分が本格施行されました。その後、平成 17

（2005）年１月の使用済み自動車の再資源化
等に関する法律（自動車リサイクル法）の本格
施行に伴い、第 2 種特定製品部分については
自動車リサイクル法に移行しました。

ウ フロン回収破壊法に基づく回収業者の登録
業務用冷凍空調機器からフロンを回収する業

者（第１種フロン類回収業者）は、フロン回収
破壊法に基づく都道府県知事等の登録が必要で
す。また、回収したフロンを破壊する業者（フ
ロン破壊業者）は、主務大臣（経済産業大臣、
環境大臣）の許可が必要です。
第１種フロン類回収業者登録 644 件

（平成 24 年 3 月 31 日現在）

（1） 省資源・省エネルギー対策の推進
地球温暖化防止の観点からも省エネルギーによ

る温室効果ガスの排出削減は不可欠であることか
ら、県民、事業者、行政が一体となって省エネル
ギーを推進しています。

平成 23（2011）年度も、これまでに引き続
きオフィス等の省エネルギー等の取組を呼びかけ
る「サマーエコスタイルキャンペーン」や「クー
ルアース・デー」を中心に施設等の消灯を行う「三
重県地球温暖化防止 / ライトダウン運動」への参
加を呼びかけました。

県庁においても、平成 11（1999）年度に導
入した ISO14000 環境マネジメントシステムな
どにより、引き続き電気使用量や廃棄物の削減な
ど環境負荷の低減に取り組んでいます。

（2） 信号機の高度化改良と式信号灯器の整備
幹線道路における交通の円滑化を図るため、信

号機の系統化（８基）、多現示化（16 基）、半感
応化（18 基）等の信号機の高度化改良を行うと
ともに、主要交差点において、ＬＥＤ式信号灯器

（520 灯）の整備を進めることにより交差点付近
での交通事故防止及び消費電力の削減を図りまし
た。

（3） 環境に配慮した住宅・住環境の普及促進
地球温暖化防止の観点から、省エネルギー・資

員」を県内で 71 名に委嘱（平成 24 年 4 月 1 日
現在）し、県民や事業者に向けて地球温暖化対策
の普及啓発を行っています。

（1） オゾン層の保護
オゾン層の破壊は、冷蔵庫やエアコンの冷媒、

断熱材の発泡剤、プリント基板の洗浄剤などとし
て広く使用されてきたフロン（クロロフルオロカ
ーボン等）が成層圏に達してから分解し、生じた
塩素原子がオゾン分子を破壊するものです。オゾ
ン層は、太陽から降り注ぐ有害な紫外線を吸収し
ており、その破壊により、ガン発生率の増加など
人体への影響のほか、植物の成長抑制や水生生物
への悪影響等、生態系全体への影響が懸念されて
います。

このため、国際的には、オゾン層の保護を目的
としたウィーン条約が締結され、これに基づくモ
ントリオール議定書により、フロンの生産・使用
の段階的削減が進められており、平成 7（1995）
年末には先進国における特定フロンの生産及び輸
出入が全廃されました。

わが国においても、昭和 63（1988）年に
オゾン層保護法が制定され、その後、平成 10

（1998）年に家電リサイクル法、平成 13（2001）
年にフロン回収破壊法が制定されたことで、フロ
ンの排出抑制、回収・破壊処理の取組が進められ
ています。

（2） フロン回収・処理の促進
ア 特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル

法）
家庭や事務所から排出される特定家庭用機器

廃棄物について、消費者が収集・運搬及び再商
品化等の料金を負担し、小売業者は消費者から
引き取り、製造業者等へ引き渡す義務を負い、
製造業者等は再商品化等（リサイクル）する義
務を果たすことを基本とした家電リサイクル法
が平成 10（1998）年度に制定され、平成 13

（2001）年４月から本格施行されています。
イ 特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実

施の確保に関する法律（フロン回収破壊法）
業務用冷凍空調機器（第１種特定製品）及び

カーエアコン（第 2 種特定製品）からフロン
を放出することを禁止し、機器が廃棄される際
にフロン回収等を義務づけたフロン回収破壊

1 − 2 フロン対策の推進

1 − 3 省エネルギー化の推進
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電電力使用による環境保全型農業による地域活性
化、自立分散型電源確保に寄与することにより、
農村の生活環境や生産基盤整備、防災対策を通じ
て，生産性の向上や安心・安全な農山漁村づくり
を進めます。

平成 23 年度は、農業用施設のパイプラインや
開水路のタイプ、その流量、落差及び通水日数等
の条件に応じたモデルプランの検討を行いまし
た。また、太陽光発電において、農業用施設の使
用電力、発電電力等の検討を行いました。

ＲＤＦ焼却・発電事業の推進
(1） ＲＤＦ焼却・発電事業の推進

可燃性ごみを固形燃料（ＲＤＦ）化し、ごみの
持つ未利用なエネルギーを有効に利用する取組
を、市町と一体となって行っています。県は市町
で製造されたＲＤＦの安定的な受け皿として、三
重ごみ固形燃料発電所（ＲＤＦ焼却・発電施設）
を管理運営し、ごみの持つエネルギーを利用して
発電を行っています。

平 成 23（2011） 年 度 の 供 給 電 力 量 は 約
4,941 万ｋ W ｈでした。
 ( ア） ＲＤＦ処理能力
 240 ｔ／日
 ( イ） 最大出力
 12,050 kW 
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3 − 3 未利用エネルギーの利用促進




